
























 京都大学のCOE経済学プログラムは、若手研究者を含む日中国際ワークショップ Governance 
















    「日本特殊的企業間関係」 
    「環境問題と環境政策」 
    「ボラティリティ・モデル」 
    「準公共財を用いた貧困削減と所得再分配の政策」 
    「人民元交換レート決定レジーム・資本統合・金融発展」 
    「新疆ウイグル自治区における郷鎮企業とその雇用効果」 
    「マルクスの労働価値説」 
    「日本における中小企業向けシンジケート・ローンとリレーションシップ・バンキング」  
    「競争はチャンネルにおける協働を促進するか：日本型vs.米国型」 
    「労働市場への参加時の地位が将来のキャリアに及ぼす影響」 
    「持続的開発を計量する：CISD（持続的開発総合指標）の構築」 




     「中国における株式シェアの改革と日本における証券移譲機関」 
    「中国の製造業企業の剰余価値率・資本構成・利潤率：1978-2004」 
     「技術革新の促進と中国の発展戦略の変化」 
     「将来におけるロシアの金融的発展」 
     「国民的イノベーションシステムと東アジアの技術キャッチアップ経路」 
     「工資双軌制のもとでの公平問題」 
     「人民元交換レート・レジームの変化とインフレーションの変化」 







































      表 中国の対外資金循環（単位：億元）      
  1992-97 1998-2006 
資金流入 （A) 4414  7609  
資金流出（B) 2321  4496  
純流入 （A-B） 2093  3113  
外貨準備（C) -1681  -7309  
誤差脱漏（D) -1007  -264  






の増加と誤差脱漏の影響で海外への資金純輸出は 1997 年以前の年平均 595 億元からその後の年平
均4460億元に増大し、2006年上半期だけでも7333億元に達している。特にアジア金融危機後の




新しく増加した外貨準備の構成をみると、この 9 年間で年平均の外貨準備増は 7309 億元であっ









経常収支の平均伸び率は 23％、海外資本流入の平均伸び率は 11％であったが、2007 年から 2010
年まで、経常収支の伸び率を 6％、海外資本流入の伸び率を 5％に抑えたとし、また人民元の対ド
ルの為替レートが2006年の7.9から2010年の6.8に切上げられたとしても、筆者の作成した国際
資金循環モデルを用いて推計すれば、2010年の中国の外貨準備残高は約1.6兆ドルになるとの予測
となる。 
このようになれば、国際収支のアンバランスが更に拡大され、外貨準備の運用管理がもっと大き
いリスクとなるので、これから暫くの間、外貨準備フローの量をゼロにすることが通貨当局の政策
目標になるであろう。そのためには、従来の「双子の黒字」型の資金循環のパターンを国際収支の
バランスがとれるように調整しなければならない。沿海地域と内陸との間に大きな格差が存在して
いる以上、政治面での大きいな内憂外患がなければ、持続的成長の可能性は十分残っている。大規
模な貯蓄超過を解消するために、国内消費を拡大し、医療、教育、社会保障および環境などの国民
生活基盤となる安定成長のインフラをきちんと整備する必要がある。このようにして、中国経済の
発展は従来の量的成長から質への向上に変更していくことになるであろう。 
 
